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４　危険性又は有害性等の調査等に関する指針

危険性又は有害性等の調査等に関する指針

公示第１号

解釈通達

（平成 18 年３月 10 日付け基発第 0310001 号）

１　趣旨等

　生産工程の多様化・複雑化が進展するととも

に、新たな機械設備・化学物質が導入されてい

ること等により、労働災害の原因が多様化し、

その把握が困難になっている。

　このような現状において、事業場の安全衛生

水準の向上を図っていくため、労働安全衛生法

（昭和 47 年法律第 57 号。以下「法」という。）

第 28 条の２第１項において、労働安全衛生関

係法令に規定される最低基準としての危害防止

基準を遵守するだけでなく、事業者が自主的に

個々の事業場の建設物、設備、原材料、ガス、

蒸気、粉じん等による、又は作業行動その他業

務に起因する危険性又は有害性等の調査（以下

単に「調査」という。）を実施し、その結果に

基づいて労働者の危険又は健康障害を防止する

ため必要な措置を講ずることが事業者の努力義

務として規定されたところである。

　本指針は、法第 28 条の２第２項の規定に基

づき、当該措置が各事業場において適切かつ有

効に実施されるよう、その基本的な考え方及び

実施事項について定め、事業者による自主的な

安全衛生活動への取組を促進することを目的と

するものである。

　また、本指針を踏まえ、特定の危険性又は有

害性の種類等に関する詳細な指針が別途策定さ

れるものとする。詳細な指針には、「化学物質

等による労働者の危険又は健康障害を防止する

ため必要な措置に関する指針」、機械安全に関

して厚生労働省労働基準局長の定めるものが含

まれる。

　なお、本指針は、「労働安全衛生マネジメン

１　趣旨等について

(1) 指針の１は、本指針の趣旨を定めている

ほか、特定の危険性又は有害性の種類等に

関する詳細指針の策定について規定したも

のであること。

(2) 「機械安全に関して厚生労働省労働基準

局長の定めるもの」には、「機械の包括的

な安全基準に関する指針」（平成 13 年６月

１日付け基発第 501 号）があること。

(3) 指針の「危険性又は有害性等の調査」は、

ILO（国際労働機関）等において「リスク

アセスメント (risk assessment)」等の用

語で表現されているものであること。


